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　日ＥＵ（欧州連合）・ＥＰＡ（経済連携協定）交渉の大枠合意に関する北海道ブロック説明会（畜産関係）が２日、帯

広市内で開かれ、農林水産省の担当者が国内対策の基本方針を説明した。畜産農家への支援策や国産チーズの競争

力強化などが盛り込まれ、今秋までに具体化する。参加した農業者からは対策への要望を求める声が上がった。
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ＥＰＡ対策　農家に不安　農水省が説明会

経営安定対策前倒し
　７月６日に大枠合意したＥＰＡ交渉は、欧州産チーズ

の一部品目に低関税輸入枠を設けて16年目に無税とする

などの内容で、管内でも酪農・畜産分野への影響が懸念

されている。

　政府は、秋までに国内対策を具体化して、今年度補正

予算に必要な対策費を計上する。ＪＡ道中央会などは、

加工原料乳生産者への補給金の充実・強化や、国産チー

ズの競争力強化、経営安定対策を求めている。

　説明会では同省生産局畜産部の大野高志部長が、畜産

関係を中心に基本方針を語った。

　柱の一つはＴＰＰ（環太平洋連携協定）関連政策大綱

に盛り込まれた施策で、中でも牛肉、豚肉の生産者に赤

字が出た場合、国と生産者による積立金で補填（ほて

ん）する経営安定対策事業（通称マルキン）について、補

填率を現在の８割から９割に拡大するとした。本来はＴ

ＰＰ発効後の実施だが、その前倒しを検討する見通しだ。

チーズ製造支援強化
　国産チーズなどの乳製品については、「生産者に不安、

懸念が残っており、農水省全体の基本方針の一方の柱」

と強調。原料面では、原料乳の低コストと高品質化の取

り組みを進める。

　乳業メーカーや工房などの製造面では、コスト低減や

品質向上、地域のブランド化を図る。チーズ向け生乳の

品質向上や、製造者の技術研修などを施策例に挙げてお

り、「十勝はおいしいチーズがあり、北海道ブランドで

アジアの市場などに輸出できるような対策をつくってい

きたい」と語った。

　会場には行政やＪＡ、生産者など約150人が参加。会

場からは、チーズに向いた放牧牛の生乳供給の仕組みづ

くりや、乳牛の品種増で地域特性を生かしたチーズ作り

を後押しする施策の要望が出た。大野部長は「いいチー

ズを作るためにコストや経費が掛かるので、支援してい

くことは重要だと思う」と述べ、検討する考えを示した。

　ＥＵの輸出攻勢が強まり、国内の食料自給率に影響す

るのではとの質問には、「ＴＰＰやＥＰＡの負の影響が、

現在の自給率や目標値を下げる状況にならない対策をし

なければいけない」と強調した。

　今回は畜産関係の説明会。林産物関係は８日に東京都

内で開かれ、道内では予定されていない。

ＥＵ・ＥＰＡ交渉の国内対策などを説明した会議

合意の内容　動画で説明　農水省
　農林水産省は、日ＥＵ・ＥＰＡの大枠合意で、農林水

産分野の合意内容などを説明する動画を、同省ホームペ

ージ（ＨＰ）に掲載している。各分野を担当する幹部職

員が、説明資料を使って大枠合意の内容を説明してい

る。同省ＨＰのトップ画面の「注目情報」などから見る

ことができる。




